






の傷者及び病者の状態の改善に関する 1949 年 8 月 12 日
のジュネーブ条約第 1条約（陸の条約）において、第
26 条（赤十字社及び救済団体の職員の保護）、第 28 条
（留置された要員）、海上にある軍隊の傷者、病者及び難
船者の状態の改善に関する 1949 年 8 月 12 日のジュネー
ブ条約第 2条約（海の条約）第 24 条（救済団体の病院
船）、第 25 条（中立国救済団体の病院船）のとおり赤十
字社の職員が衛生要員として活動する際の地位の問題及
び、戦時における文民の保護に関する 1949 年 8 月 12 日
















力紛争の犠牲者の保護に関し 1949 年 8 月 12 日のジュネ
ーブ諸条約に追加される議定書」においても、第 18 条
要旨
　平成 23 年 3 月 11 日 14 時 46 分、宮城県牡鹿半島沖を震源にマグニチュード 9.0 の地震が発生した。（東日本大震災）
この地震により場所によっては、高さ 10m以上の大津波が発生し、東北地方の太平洋沿岸部に甚大な被害をもたらし
た。震災による死者・行方不明者は約 2万人、建築物の全壊・半壊は合わせて 18 万戸以上に上っている。
　日本赤十字社（本社・東京都港区芝大門）は地震発生後、直ちに災害対策本部を本社内に設置し、被災地にある日本
赤十字社宮城県支部等へ職員を派遣した。その中で日本赤十字社愛知県支部は、名古屋第一赤十字病院および名古屋第
二赤十字病院から救護班 2個班、国内型緊急対応ユニット（domestic Emergency Response Unit 以下「dERU」）を
福島県へ派遣、また名古屋第二赤十字病院より災害派遣医療チーム（Disaster Medical Assistance Team 以下
「DMAT」）1チームを岩手県へ派遣した。













































































































































































（医師 1名、看護師長 1名、看護師 2名、主事 2名）で
の編成となるが、名古屋第一赤十字病院より 1個班（医
師 1名、看護師長 1名、看護師 2名、主事 2名の計 6
名）、名古屋第二赤十字病院より 1個班（医師 2名、看





















































































































































師 1名、主事 2名、支部公用車（トヨタ ノア）には、









































































図 4　宮城県石巻市渡波、祝田地区の位置 10） 写真 6　祝田地区集会所周辺
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３．おわりに
　今回、救護班に同行し、甚大な被害状況を肌で感じ、
人間は自然の力に対しいかに無力であるのかを痛感し
た。
　東日本大震災で亡くなられた方のご冥福をお祈りする
と共に、被災された皆様に心からお見舞い申し上げ、一
日も早い復旧・復興をお祈りする次第です。
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